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第１、被告が推薦する鑑定嘱託先について

　被告は、鑑定嘱託先として、今般、三度目にして最後の切り札とも言うべき東京大学大学院新領域創成科学研究科先端生命科学専攻（代表者宇垣正志教授〔代表者に関する平成18年12月20日付被告書面〕）を推薦してきたが、しかし、以下の理由により、このたびもまた不適切と言わざるを得ない。

　なぜなら、代表者である宇垣正志氏は、かつて（1999年当時）、農林水産省農業生物資源研究所（以下、資源研究所という）のスタッフであったが、その当時、本GMイネ野外実験の責任者である田中宥司氏（彼は、本裁判の乙号証作成者として頻繁に登場し
、昨年10月26日の第６回準備手続にも出席されたが、この当時、彼もまた資源研究所のスタッフであった。甲79発明者の欄参照）らと共同研究を行ない、「イネ発芽種子を用いた新規形質転換法を開発した」（甲80の「要約」）。同研究は、1999年7月、田中氏らと共に共同発明者として「単子葉植物の超迅速形質転換法」という名称で特許出願され、2000年12月に登録された（特許番号特許第3141084号。甲80。以下、この研究を超迅速形質転換法研究という）。

　これ以後も、宇垣氏と田中宥司氏らは「イネにおけるジャスモン酸応答性遺伝子RERJ1の機能解析」というテーマで共同研究を行ない、2001年に植物化学調節学会第36回大会に（甲81）、2003年に日本農芸化学会大会に（甲82）、その研究成果を発表しており、宇垣氏は、研究の上で、本GMイネ野外実験の責任者である田中氏と極めて緊密な間柄であった。

　他方、本GMイネを開発したのは被告北陸センターや資源研究所らであるが（甲83のプレスリリース参照）、そもそも超迅速形質転換法研究は、本GMイネを開発した被告や資源研究所らがアピールする３つの新技術の１つである、

「イネ遺伝子を使った新しい組換え体の選抜技術」（甲83の1頁中央）

を支える不可欠な技術の１つなのである。すなわち、被告や資源研究所に言わせれば、遺伝子組換え体の選抜に用いる選択マーカー遺伝子として、それまで用いられてきた抗生物質に対する耐性遺伝子に代えて、イネ遺伝子を使った新しい選抜技術を自分たちの手で開発したが、その選抜技術とは、

《突然変異型アセト乳酸合成酵素遺伝子、カルス特異的プロモーター、超迅速形質転換法の、各要素技術を総合化することにより達成されたものである。》（甲84のプレスリリース２頁参考資料１）

　この最後の「超迅速形質転換法」とは、資源研究所が開発した、アグロバクテリウムを使った遺伝子導入法のことであり（甲84。５頁【補足説明】超迅速形質転換法の項目参照）、まさに超迅速形質転換法研究のことである。つまり、超迅速形質転換法研究は本GMイネ開発のベースとなった不可欠の新技術にほかならない（現に、本GMイネを紹介した甲83の別紙図１中にも「超迅速形質転換法」と表示されている）。

　以上から、宇垣氏は、人的にも、またその研究内容からも、本GMイネ開発と深く関係しており、従って、このような人が代表を務める研究機関の下では公正な鑑定を期待することは到底不可能と言うほかない。

第２、原告が推薦する生物検定法の鑑定嘱託先について

　原告が推薦する生物検定法の鑑定嘱託先であるビジョンバイオ株式会社（以下、ビジョンバイオという）について、被告からは、同社が株式会社であること以外に、嘱託先としての適格性にかかわる指摘はなかった。

しかし、嘱託先の適否は、団体の営利性によって決定されるものではなく、団体の鑑定能力、当事者との関係（中立性）を個別、具体的に評価し、判断すべきものである。人的・物的資本が健全な私企業が、国の運営する非営利団体よりも能力にすぐれ、独立性が維持されている場合が多いことは、いまや公知の事実である。株式会社だから信用できない、公営団体だから信用できるという官尊民卑的な発想は、少なくとも裁判という場にはそぐわない。

原告らは、ホームページで初めてビジョンバイオという企業を知り、適正な鑑定料を支払えば本件鑑定を任せるに足る団体と評価した。

　以上より、公正な鑑定を期待することができないというマイナスの要素が存在しないビジョンバイオは、現状において生物検定法の鑑定嘱託先として最適である。

第３、鑑定嘱託先を1つの機関にすべきかについて

１、免疫測定法と生物検定法による実験は1つの機関で実施すべきであるとする何らの必然性もない。

　そもそも、一般的に、科学的な検証は、異なる場所で、異なる人たちが、異なる方法で、同一の結論を導くことによってより確かになるものである。むしろ同一の場所で複数の実験を行う場合、実験遂行者の違いによる実験処方の微妙な差異や実験施設や実験器具等の微妙な差異などにより一連の実験系の全工程において微妙な差異が生じるため（例えば、供試する苗の育ち具合が正常苗か徒長苗かとか、生物検定における寒天培地や培地への苗の挿し方など）、実験結果に予期せぬ差異が生じる可能性があり、それによって複数すべての実験が干渉を受ける可能性がある。

ましてや、本件のごとき、ディフェンシンの溶出の有無といった非常に微量の検出を行う際には「コンタミネーション」の危惧が最も問題となる。コンタミネーションとは、実験サンプルに起こる予期せぬ混入物のことをいい、例えば、実験者のフケ、毛、手垢、試験管にもともとついていた汚れ、空気中の異物などである。これがなぜ危惧されるかというと、これらが実験結果に干渉する可能性があるからである。

そこで、これに対する対策として複数の機関における実験が必要となる。つまり、もし隔離された複数の施設で同じ結論が出れば、その結論は、コンタミネーションによる干渉をできるだけ排除した信頼にたるものということができる。なぜなら、同じコンタミネーションが異なる施設で同時に起こる可能性は低いからである。

2004年11月、横田めぐみさんの事件を捜査する新潟県警が、警察庁科学警察研究所（科警研）と帝京大の２つの機関に「横田めぐみさんの遺骨」のDNA鑑定を依頼したことは記憶に新しいが、これはより確実な科学的な検証のためには複数の機関の鑑定が望ましいことを雄弁に物語るものである。

もっとも、二つの検定実験を同一機関で行えば、経費、時間が節約でき、効率的かもしれないが、しかし余分にかかった鑑定費用は原告が負担すれば済むだけのことであり、それよりも、より確実な科学的な検証を最優先すべきである。

２、これに対し、被告は、準備書面(25)において、鑑定嘱託先は1箇所であるべきと主張し、その根拠として、まず

《本鑑定において被告が証すべき事実は「本件圃場において、本件GMイネからカラシナ・ディフェンシンが常時多量に溶出しないこと」であるから》（1頁本文７行目）

を挙げる。しかし、この間、裁判所との議論の中でも明らかな通り、本鑑定で鑑定実施機関に求めるものは、

《本GMイネがディフェンシンを体外に溶出するか、溶出するとすればそれはどれくらいの量か》

であり、それ以上でもそれ以下でもない。そして、この点を科学的に検証するために、異なる２つの実験（免疫測定法と生物検定法）が実施されるのであり、これを実施する機関は、おのおのの実験について、その実験結果を報告すれば済むのであり、それ以上、もう片方の実験結果を突き合わせて総合判断することまで求められるものではない。こうした総合判断は、現行法上は、裁判官の自由な判断に任せられる（自由心証主義。民訴247条）。

３、以上より、本件においても、免疫測定法と生物検定法による実験はむしろ異なる２つの機関で実施するのが望ましい。

第４、生物検定法による実験方法に関する原告の見解

　生物検定法による実験方法について、この間、原告なりに精査吟味して整理した見解を明らかにする。
１、原告提案の概要

　原告が、生物検定法による実験として提案するものは以下のものである。

1． 予備実験（検出限界の確認）

2． 供試サンプルの確認実験

3． 本体実験（茎葉の培地挿入実験）

4． コントロール実験

④-1．ポジティブコントロール実験（精製ディフェンシンで実施）

④-2．ネガティブコントロール実験（非組換えイネで実施）

　

　以下、順次、その内容を明らかにする。

２、予備実験（検出限界の確認）

あらかじめ、種々の濃度の精製ディフェンシンを使い生物検定法の検出限界を確認しておく必要があり、それは6濃度（200、160、120、80、40、0
ng/μL）の精製ディフェンシン溶液5μLを用いる。

　なぜなら、Terrasらの実験（甲70生井陳述書別紙１）で、増殖中の菌糸の周縁部の窪みに1μgの精製ディフェンシンを入れた（「直径3mm、深さ3mmの窪みに、総量で5μL注いだ」ということは、1μg／5μL＝200ng/μLである）ときには、論文574頁の写真１のような明確な阻止円が形成されたので、これを最高値として６段階で実施してみるのが適切と思われるからである。

３、供試サンプルの確認実験 

原告提案は、先ごろ提出された被告準備書面(26)別紙３に示された被告提案（以下、単に被告提案という）と、この実験の必要性とその実験内容について次頁の表の通り異なる。

被告準備書面（26）を準26と略称

項目
原告提案
提案理由
被告提案(準26)

その必要性
免疫測定法の同種の実験をもって省略することはできない。

但し、免疫測定に供試する種子と生物検定に供試する種子とが、同一個体から得られたものであり、両者が平行して進められるなら、1つの実験で両者が共有できる。
一見、省略可能のように見えるが、しかし、本供試サンプルでは採種個体ごとの収穫種子について確認をする必要があり、免疫測定法、生物検定法それぞれに対応させて、確認実験を行なうしかないから。
記載なし。

（「省略する」ように読める）

実験内容
基本的には、免疫測定法における供試サンプルの確認実験として原告が主張したもの（準備書面(17)２頁～）と同一である。

もっとも、すりつぶしの対象については、浸せきを行なわない生物検定法では下記の通りとなる。

　　　　　　記

生物検定用に養成したが、生物検定に供試しない供試サンプルの茎葉



記載なし。

４、本体実験（茎葉の培地挿入実験）

(1)、事前の準備（本GMイネと非組換えイネの栽培）

　免疫測定法と同一である。

もっとも、実際の栽培を免疫測定法とは別々に行なうか、１つにまとめて行なうかはいずれも可能であり、実験の日程等の状況をにらんで決定すればよい。

この実験の基本的な項目に関する原告提案は以下の通りである（対比のために被告提案を示した）。

項目
原告提案
被告提案(準26)

種子
GMイネ：AD48又はAD41

非組換えイネ：どんとこい
GMイネ：AD48

非組換えイネ：同左

発芽方法
無菌的に発芽させ、かつ無菌状態で養成する。
記載なし

栽培状態
イネ苗を７葉齢の成苗まで栽培
４葉齢のイネの幼苗

(2)、本体実験の目的

　免疫測定法のときと同様、原被告間に次の対立がある。

原告提案
提案理由
被告提案(準26)

①本GMイネからディフェンシンが溶出しているかどうかのみならず
②溶出したディフェンシンの量がどれくらいか


併用する免疫測定法と実験の目的は共通であるべきであり、

原告提案は、免疫測定法では①と②の両方を目的とするから（準(17）４頁）。


①のみ。



 (3)、実験方法の検討

このうち、実験の基本的な項目に関する原告提案は以下の通りである（対比のために被告提案を示した）。

1 検体＝供試サンプル（本GMイネ）の条件

項目
原告提案
提案理由
被告提案(準26)

(1) 状態

＝処理水準
次の３つの処理水準で実験。

Ａ．７葉齢のイネの成苗（準備書面(17)別紙１の図９中の一番右のイネ参照）を、根を基部から切除しただけのもの。

Ｂ．Ａの７葉齢のイネの成苗の分げつ茎などの葉にキズを付けたもの。

Ｃ．Ｂのイネの成苗の葉機動細胞部位にイネいもち病菌を接種したもの。

（準備書面(6)６頁５参照）

(注２)…第４葉以上の葉身を約10cm切り取り、その表面を完全に減菌し、減菌試薬を十分に除いた後、葉の表面の余分な水を除いたもの。

（「キズを付けない」という趣旨）

(2)、量
１つの深型シャーレ（直径9cm×深さ40cm
）に、７葉齢のイネの成苗３個体を使用。

記載なし

(3)、(1)のＣで、イネいもち病菌の緑葉への接種方法
被告におけるイネいもち病菌の人工培養に関する常法に基づく改変を了承するが、改変方法については、実験実施前に両者で確認・了解する必要がある（準備書面(6)７頁注意５の通り）。

記載なし

2 培地の条件

項目
原告提案
提案理由
被告提案(準26)

(1)寒天培地
オートミール寒天培地（粉末オートミール50g、蔗糖20g、寒天15gに蒸留水を加えて１Lとし、乗法により高圧滅菌した後、深型シャーレに厚さ約3～4cmになるように流し込み、固まるのを待つ）

培地組成については、カルシウムイオンを含めば被告提案でよい。
培地組成は、イネいもち病菌に汎用される古田・関口法（1967）による。

深型シャーレは、７葉齢の成苗を供試するから。
いもち病菌増殖用寒天培地

(2)植物病原菌
2006年の育種学会で矢頭ら被告職員が講演会で報告した特定のいもち病菌（Pyricularia oryzae；矢頭ら（2006）による病菌レース007。甲73参照）

別紙記載の方法でいもち病菌を選定。

(3)イネいもち病菌の人工培養
被告提案でよい。

いもち病菌をいもち病菌増殖用寒天培地で25℃で培養。

(4)菌糸プラグの置床
被告提案でよい。



培養したいもち病菌の菌叢を直径約５mmの円形に打ち抜き、これを検定用シャーレの中心に置床する。



③検定の条件

項目
原告提案
提案理由
被告提案(準26)

(1)挿入＝置床
寒天培地の中心から３cmの３箇所に，以下の３品を配置する。

①．本GMイネ：根付き苗全体を用い茎まで培地に挿入

②．非組換えイネ：同上

③．精製ディフェンシン：溶液5μL（1μgタンパク質相当量）を，培地の孔（径3mm深さ3mm）に注ぐ

ただし、配置は菌糸プラグの置床後すぐには行なわず、菌糸を一昼夜増殖させてから行なう。

なお、各サンプル3個体がばらけないように、2、3箇所、紐でかるく結束する。
但書の趣旨：

実験開始後、菌糸と供試サンプルの接触が速やかに起きるから。
組換えイネ(AD48)と非組換えイネ「どんとこい」の葉の断片約２cmをリングカップを頂点とする正三角形の他の２つの頂点の位置にそれぞれ置床する。

検定用シャーレの中心から約３cmの位置に、円筒平板法カップを置き、これに精製カラシナ・ディフェンシン溶液（１μgタンパク質相当量）注入‥‥

(2)規模
最小限、各処理水準につき３深型シャーレで1反復（３水準×３＝９深型シャーレ）とし、3反復以上行なう。


実験の対象（イネ）が生き物であり、シャーレ内の培養環境がすべて同一とはいえないことなどから、精度を確保するためには、各処理水準につき少なくとも３つの深型シャーレが必要である。
３反復試験を行なう。

④培養の条件

項目
原告提案
提案理由
被告提案(準26)


深型シャーレを25℃、明期14時間、暗期10時間の培養槽または培養室内で5日間培養して検定（準(6)６頁６の通り）。

検定用シャーレを25℃で培養し、検定試料の周囲に菌糸が達するまで観察を続け、検定試料の周囲に阻止円が掲載されたか否かを調査。

⑤評価の条件

項目
原告提案
提案理由
被告提案(準26)

溶出したディフェンシンの量の確認方法
各深型シャーレの各位置（①～③）近傍における菌糸の増殖状況をスコアリング（菌糸の増殖阻害程度
を、0、1、2、3、4などと5段階に評価するなど）して統計処理を行なえるように、試験設計をあらかじめ立てて実施する。

その評価に際しては、先ず1反復ごとに各深型シャーレ内の培地上の菌糸の状態（阻止円の状態）を上から見られるようにして写真撮影しておけば効率的であり、結果公表の際には数値的データと共に写真も提示する（準(6)６頁注意４参照）。



記載なし

５、ポジティブコントロール実験

生物検定法のポジティブコントロール実験に関する基本的な考え方については、免疫測定法の場合とは異なり（原告準備書面(17)７頁参照）、以下の表の通り、原被告間に見解の対立はない。

項目
原告提案
提案理由
被告提案(準26)

実験内容
コントロール実験の原則に則り、本体実験と同一条件の下で精製ディフェンシンを添加して実験する。

その具体的なやり方は、４、本体実験(3)③(1)③に記載の通り。



検定用シャーレの中心から約３cmの位置に、円筒平板法カップを置き、これに精製カラシナ・ディフェンシン溶液（１μgタンパク質相当量）注入‥‥



６、ネガティブコントロール実験

ネガティブコントロール実験の基本的な考え方についても、次頁の表の通り、原被告間に見解の対立はない。

項目
原告提案
提案理由
被告提案(準26)

実験内容
コントロール実験の原則に則り、本体実験と同一条件の下で非組換えイネ（どんとこい）を用いて実験する。

その具体的なやり方は、４、本体実験(3) ③(1)②に記載の通り。



非組換えイネ「どんとこい」の葉の断片約２cmをリングカップを頂点とする正三角形の他の２つの頂点の位置にそれぞれ置床する



以　上
� 上記推薦先の業績を紹介した報告書（乙103）の作成者もまた田中氏である。


� 最後の0 ng/μLとは、精製ディフェンシンを使用しないという意味であり、ネガティブコントロール実験に相当する。


� 原告準備書(11)８頁④


� 但し、苗が徒長せずに育てば、30cmでよい。


� 阻止円の大きさのこと。
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